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1. 第一種フロン類充塡回収業者登録 充塡回収業者

業務用冷凍空調機器（第一種特定製品）へフロン類を充塡したり、同機
器からフロン類を回収したりする場合、事業者は第一種フロン類充塡回収
業者（以下、充塡回収業者という。）として都道府県知事に登録をしなけ
ればならない。

〔充塡作業〕 〔回収作業〕

充塡・回収作業 ＝ 業者登録 ＋ 十分な知見を有する者（冷媒フロン類取扱技術者等）

第一種冷媒フロン類取扱技術者等の資格だけでは、充塡・回収作業はできない。
必ず、事業所として作業する都道府県知事ごとに登録をしなければならない。



 第一種特定製品の整備に際して冷媒としてフロン類を充塡又は回収する必要
があるときは、第一種フロン類充塡回収業者に委託しなければなりません。

 店舗・倉庫などにおいて、自社所有の機器に充塡又は回収する場合であって
も、第一種フロン類充塡回収業者の登録を行った事業者でないと充塡するこ
とができません。

2. 充塡・回収の委託義務
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（1）冷媒漏えい状況の確認
 充塡前に記録簿や漏えいの有無の確認
 点検や修理の有無の確認

（2）漏えい確認時における説明及び充塡前の修理等

 漏えいや故障を確認し、修理をしていなければ点検・修理等の必要性の
説明

 点検を実施し、修理が確認できるまで、充塡の禁止
（繰り返し充塡の禁止）（やむを得ない場合を除く）

（3）充塡する冷媒の確認（機器に充塡されている冷媒の確認）
 機器の銘板、取説等に表示されている冷媒
 当該フロンよりGWP値が低く、管理者の承諾と機器メーカが認めた冷媒

（指定冷媒以外の充塡の禁止）

（4）充塡中及び充塡後の漏えい防止等
 充塡中は漏えいしないように気を付ける（過充塡防止等）

（5）機器・充塡に係る十分な知見
 十分な知見を有する者が自ら充塡又は立ち会うこと

3. 充塡に関する基準①（守るべき事項） 充塡回収業者
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 やむを得ない場合とは
1．フロン類の漏えい箇所を特定又は修理を行うことが著しく困難な場所に漏え
いが生じている場合

 壁、床、柱の内部に設置された配管からの漏えいにより、修理するには建物
の構造に大がかりな変更（解体）が必要な場合

2．人の健康を損なう事態又は事業への著しい損害が生じないよう、環境衛生上

必要な空気環境の調整、被冷却物の衛生管理又は事業の継続のために修理を
行わずに応急的にフロン類を充塡することが必要であり、かつ、漏えいを確
認した日から60日以内に漏えい箇所の修理を行うことが確実なときは、点検・
修理を行う前に１回に限り充塡を委託することができる。

 病院のICUや手術室等空調機器であり、人の生命に危険が及ぶ場合
 24時間営業店であり、短期的に修理が困難であるため、やむを得ず冷媒充塡

を行い、閑散期や深夜帯等に点検・修理を行う場合

 夏期における空調設備からの漏えいであって、従業員の健康を維持するため、
営業時間終了後に点検・修理を行う場合

 商品の保存・管理のためにやむを得ず冷媒充塡を行い、営業時間終了後に点
検・修理を行う場合

3. 充塡に関する基準②（やむを得ない場合） 充塡回収業者
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充塡の実施者として、知見を有する者を以下に示す。（点検の知見を有する者と同じ）

フロン排出抑制法 第一種特定製品の管理者等に関する運用の手引きより（環境省、経済産業省）

3. 充塡に関する基準③（知見を有する者）

Ａ．冷媒フロン類取扱技術者（日設連、日冷工、JRECO）

Ｂ．一定の資格を有し、かつ、点検に必要となる知識等の習得を伴
う講習を受講した者

一定の資格：
 冷凍空調技士

 高圧ガス製造保安責任者（冷凍機械）（冷凍機械以外であって第一種特定製品の製造又は管
理に関する業務に５年以上従事した者

 冷凍空気調和機器施工技能士（1級又は2級）
 高圧ガス保安協会冷凍空調施設工事事業所の保安管理者
 自動車電気装置整備士（自動車に搭載された第一種特定製品に限る）

Ｃ．十分な実務経験を有し、かつ、点検に必要とされる知識等の習
得を伴う講習を受講した者

（十分な実務経験：日常的に冷凍空調機器の整備や点検に３年以上携わってきた技術者であって、
これまで高圧ガス保安法やフロン排出抑制法を遵守し、違反がない技術者）

充塡回収業者
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 第一種特定製品に充塡されているフロン類の圧力、充塡量に応じて、冷媒回
収口の圧力が所定の圧力以下になるまで吸引すること。

 ただし、一定時間経過した後、下記の表に掲げるフロン類の圧力区分に応じ、
同表に掲げる圧力以下になるよう吸引すること。

 十分な知見を有する者が自ら実施するか、立ち会うこと。

フロン類の圧力区分 圧力
※ ゲージ圧力

（参考）

低圧ガス（常用の温度での圧力が0.3MPa未満のもの） 0.03MPa －0.07MPa

高圧ガス（常用の温度での圧力が0.3MPa以上2MPa未満であっ
て、フロン類の充塡量が2㎏未満のもの）

0.1MPa 0 MPa

高圧ガス（常用の温度での圧力が0.3MPa以上2MPa未満であっ
て、フロン類の充塡量が2㎏以上のもの）

0.09MPa －0.01MPa

高圧ガス（常用の温度での圧力が2MPa以上のもの） 0.1MPa 0 MPa

4. 回収に関する基準①（回収圧力）

※ フロン排出抑制法における圧力は、絶対圧力表記です。

充塡回収業者
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 冷媒フロン類取扱技術者
 冷媒回収推進・技術センター（RRC）が認定した冷媒回収技術者
 高圧ガス製造保安責任者（冷凍機械）
 冷凍空気調和機器施工技能士（1級又は2級）
 高圧ガス保安協会冷凍空調施設工事事業所の保安管理者
 フロン回収協議会等が実施する技術講習会合格者
 冷凍空調技士（日本冷凍空調学会）
 技術士（機械部門（冷暖房・冷凍機械））
 自動車電気装置整備士（自動車に搭載された第一種特定製品に限る）

回収の実施者として、知見を有する者を以下に示す。

＊ フロン排出抑制法 第一種特定製品の充塡回収業者等に関する運用の手引きより（環境省、経済産業省）

4. 回収に関する基準②（回収の実施者） 充塡回収業者
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 フロンの引取（回収）を求められた場合、充塡回収業者は原則引き取ら（回収し）
なければならない。

 その際は、行程管理票という書面にて、回収の依頼や委託があります。また、回収
後には、「引取証明書」が交付し、保存する義務があります。（3年間）

5. フロンの引取義務（行程管理制度）（機器の廃棄時）

機
器
の
廃
棄
時
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第一種フロン類
充塡回収業者

写しの保存

第一種特定製品
廃棄等実施者

写しの保存

保存

第一種フロン類
充塡回収業者

写しの保存

第一種特定製品
廃棄等実施者

写しの保存

保存

第一種フロン類
引渡受託者

写しの保存

写しの保存

第一種特定製品
廃棄等実施者

写しの保存

写しの保存

保存

第一種フロン類
引渡受託者A

写しの保存

保存

第一種フロン類
引渡受託者B

写しの保存

写しの保存

第一種フロン類
充塡回収業者

写しの保存

交付

交付（原本）

交付

交付（写し）

交付

交付
交付

回付

回付 回付

送付（原本）

送付（原本）

送付
（写し）

（写し）

※引取証明書は、原本を廃棄者に送付。写しを引渡受託者へ交付。
（今までと、原本と写しの送付等先が逆になります）

充塡回収業者

6. 充塡・回収証明書①（整備時に交付）

機器の整備時に、充塡回収業者（整備者）が交付するもの

 機器等が不具合や故障、冷媒漏れ等で修理をする際、また、メンテナンス
等で、機器に充塡されているフロンを一度回収し、修理やメンテナンス後、
フロンを充塡するような場合があります。

 その際、「回収」した場合は、回収量等を記録した「回収証明書」を、
「充塡」した場合は充塡量等を記載した「充塡証明書」をそれぞれ交付し
ます。

充塡回収業者

〔修理・メンテナンス〕

フロン回収 フロン充塡

管 理 者

交
付

回収証明書 充塡証明書

管理者

交
付〔回収した又は充塡した日から30日以内に交付〕

充塡回収業者
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充塡証明書の記載項目
① 整備を発注した管理者の氏名又は名称、住所等
② 充塡した特定製品の所在（設置場所が特定できる情報）
③ 特定製品が特定できる情報（機器番号、その他識別可能な情報）
④ 充塡した第一種充塡回収業者が特定できる情報
⑤ 当該証明書の交付年月日
⑥ 充塡した年月日

⑦ 充塡した特定製品ごとに、充塡したフロン類の種類（冷媒番号区分の別）
ごとの量

⑧ 当該製品の設置時に充塡した場合又はそれ以外の整備時に充塡した別

※ 充塡証明書は、記載内容が相違ないことを確認の上、充塡した日から３０日以内に交付する。
※ 充填証明書の書式は任意である。

（回収証明書は⑧を除き、充塡を回収と読み替える）

✓ポイント

 充塡証明書、回収証明書は、管理者の保存義務はありませんが、「算定
漏えい量報告」等で必要となります。また、立入検査の際の証明にもな
りますので、保存しておくことが望ましいです。

6. 充塡・回収証明書②（記載項目）
管理者

充塡回収業者
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6. 充塡・回収証明書③（充塡・回収証明書③ 整備時に交付）
管理者

充塡回収業者

※この様式は、(一社)日本冷凍空調設備工業連合会のホームページに掲載（Excel版）



 充塡回収業者は、機器のメンテナンスや修理をした際に、フロンを回収した
り充塡した場合、機器の管理者に「回収証明書」及び「充塡証明書」を交付
します。

 管理者の利便性を図るために、証明書は、情報処理センターを通じて電子的
に交付することもできます。

情報処理センター

充塡回収業者機器の管理者
（所有者）

充塡証明書

20日以内登録通知

（情報処理センターに充塡・回収量を登録
すれば、紙による証明書の交付が不要）

回収証明書

（30日以内交付）

（一財）日本冷媒・環境保全機構
（JRECO）

都道府県ごとに登録した第一種フロン類充塡回収業者

6. 充塡・回収証明書④（情報処理センター）

冷媒フロン類取扱技術者等

管理者

充塡回収業者
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7. 運搬に関する基準

フロン排出抑制法では、充塡回収業者が、回収したフロン類を再生業者又は破
壊業者等に引き渡すにあたり遵守すべき運搬の基準が省令で定められております。
運搬基準は、充塡回収業者だけでなく、委託を受けて運搬を行う者にも適用され
ます。

高圧ガス保安法の移動の基準も同時に遵守する必要があります。

① 回収したフロン類の移充塡をみだりに行わないこと。

② フロン類回収容器は、転落、転倒等により衝撃及びバルブ等の損傷による漏え
いを防止する措置を講じ、かつ、粗暴な取扱いをしないこと。

① 警戒標の掲示

② 転倒防止、容器の温度を40℃以上にしない、危険物との混載の禁止

③ 特定不活性ガスを移動する時は、イエローカードの携帯

④ その他

※特定不活性ガス：R32、R1234yf、R1234ze

充塡回収業者
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③

 第一種フロン類充塡回収業者は、回収したフロン類（引取義務）について、
下記の処理の何れかをしなければならない（引渡義務） 。

① 回収した機器へ再充塡する。

② 自ら再生する。（自ら充塡する場合に限る。法50条のただし書）

③ 第一種フロン類再生業者に引き渡す。

④ フロン類破壊業者に引き渡す。

⑤ 都道府県知事認定の省令49条業者に引き渡す。

整備者・廃棄者
（管理者）

破壊業者

再生業者

充塡回収業者

（引取義務）

・自ら再生→自ら充塡 ・ 都道府県知事認定省令49条業者

（引渡義務）（再充塡）

①

②

④

⑤

8. 回収冷媒の処理①（フロンの引渡義務）

（引渡義務）

法50条のただし書

充塡回収業者
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 法第50条 第一種フロン類再生業を行おうとするものは、その業務を行う

事業所ごとに、主務大臣の許可を受けなければならない。ただし、第一種
フロン類充塡回収業者が主務大臣の定めるところにより、フロン類の再生
の用に供する施設又は設備（以下「第一種フロン類再生施設等」とい
う。）であって主務省令で定めるものにより第一種フロン類再生業を行う
場合は、この限りでない。

8. 回収冷媒の処理②（法第50条のただし書き）

★ 第一種フロン類再生業の許可を要しない場合とは、 （施行規則第54条）

① 第一種フロン類充塡回収業者が、自ら回収・再生し、自ら機器に充塡
する場合。（洗浄用途を含む）

② ただし、運転履歴やフロンの履歴等が不明な機器から回収したフロン
を再生する場合は、分析等でフロンの性状を確認する必要がある。

③ 再生設備は、一の筐体に納められ、可搬的なものに限る。

充塡回収業者
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9. フロンが充塡されていないことの確認①（確認証明書）

確認方法

① 回収基準に従い吸引してもフロンが回収されないこと。
② ①が確認された場合、「確認証明書」を交付する

確認証明書（様式は定められていない）

フロンが充塡されていた場合

 その場で、廃棄等実施者（所有者）に行程管理票（回収依頼書）を交付しても
らい、回収を行う。回収後、引取証明書を廃棄等実施者に交付する。

１）記載項目
① 確認した機器の種類（エアコンor冷凍冷蔵）と台数
② 機器が確認する前にあった場所の住所（設置されていた場所）
③ 廃棄等実施者（所有者）の氏名（名称）、住所
④ 確認した充塡回収業者の氏名（名称）、住所、登録番号
⑤ 交付した年月日
⑥ 確認した年月日

２）保存期間
交付した日から３年間

充塡回収業者
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フロンが充填されていない（既に回収済み等）機器の「フロンが充填されていな
いことの確認」を求められた場合

〔確認証明書（例）〕

様式は、法令で定められてい
ない。

 JRECO発行の行程管理票に
項目として追加しています。

以下の機器につきましては、
フロンが充塡されていない
ことを確認しました。

充塡回収業者

9. フロンが充塡されていないことの確認②（確認証明書）

20



第一種フロン類充塡回収業者は、充塡量及び回収量等の記録を作成し、業務
を行う事業所に保存するとともに、管理者や整備者から閲覧の申出があった場
合、これに応じることとされている。また、毎年度の充塡量及び回収量等を都
道府県知事に報告しなければなりません。（記録は5年間保存）

10.  記録・報告①（記録内容）

① 充塡量等

充塡した年月日、管理者及び整備者の名称・住所、機器の種類と台数、設置又
は整備の別、フロン類の種類と充塡量

② 回収量等

整備又は廃棄の別、回収した年月日、管理者、整備者又は廃棄者の名称・住所、
機器の種類と台数、フロン類の種類と回収量

③ 再生量等

自ら再生した年月日・種類と量、再生したフロン類を充塡した年月日、充塡に
係る管理者及び整備者の名称・住所、再生したフロン類の種類と台数

④ 第一種フロン類再生業者への引渡量等
引き渡した年月日、再生業者の名称・住所、引き渡したフロン類の種類と量

⑤ フロン類破壊業者への引渡量等
引き渡した年月日、破壊業者の名称・住所、引き渡したフロン類の種類と量

⑥ 省令49条業者への引渡量等
引き渡した年月日、業者の名称・住所、引き渡したフロン類の種類と量

⑦ 充塡されていないことの確認
確認した年月日、廃棄者の名称・住所、機器の種類と台数

充塡回収業者
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〔廃棄時〕

〔整備時〕

10.  記録・報告②（記録参考様式）

日設連HP：http://www.jarac.or.jp/houkanren/03youshiki.html

充塡回収業者
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10.  記録・報告③（都道府県への報告（様式第3）） 充塡回収業者

23

法第４１条の規定により
フロン類が充塡されてい
ないことの確認を行った
第一種特定製品の台数

毎年度終了後、5月15日までに、都
道府県へ報告

フロンの回収依頼
フロン充塡無の確認

依頼

フロン有り フロン無し フロン有り フロン無し

引取証明書を交付
確認証明書
を交付

11.  引取証明書か確認証明書か

〔今までどおり記録・報告〕 〔新たに記録・報告〕

回収基準に従い回収を行う

充塡回収業者
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設置時 整備時 廃棄時

〔充塡証明書・回収証明書の交付〕 〔行程管理票（引取証明書）
の交付〕

〔算定漏えい量報告〕

12. 機器の整備時と廃棄時の関係（注意！）
管理者

充塡回収業者
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Ⅱ. フロン排出抑制法改正のポイント

1．法改正のポイント
2．機器の管理者について
3．充塡回収業者について
4．特定解体工事元請業者について
5．引取等実施者について
6．廃棄する機器の引渡・引取の流れ
7．引取証明書か確認証明書か
8．常時監視システムによる簡易点検
9. 新たな指定製品
10. GWP値の見直し

もくじ
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1. 法改正のポイント

27

「間接罰」に加え「直接罰」導入

2．機器の管理者について①

１）フロンを回収しないで機器を廃棄した場合
（フロンの引渡義務違反）

２）フロン回収の際、行程管理票の
（交付・保存・記載）違反

50万円以下の
罰金（直罰）

30万円以下の
罰金（直罰）

機器を廃棄する場合、「引取証明書の写し」または「確認証明書の
写し」を交付しなければならない。（それぞれ３年間保存義務）

１）フロンが充塡されていないことの証明書が
ないと、機器を廃棄できない。

30万円以下の
罰金（直罰）

28

回収証明書ではありません。



2．機器の管理者について②

「点検記録簿」を機器廃棄後も3年間保存

建物解体時に解体工事元請業者から交付を受ける「事前確認書」
を交付後３年間の保存義務

１）点検記録簿への事項の追加
① 廃棄時、充塡回収業者がフロン類を回収した年月日
② 廃棄時、フロン類を回収した充塡回収業者の氏名（名称）

29

3．充塡回収業者について①（原本と写しの送付先）

※引取証明書は、原本を廃棄者に送付。写しを引渡受託者へ交付。
（今までと、原本と写しの送付等先が逆になります）

第一種フロン類
充塡回収業者

写しの保存

第一種特定製品
廃棄等実施者

写しの保存

保存

第一種フロン類
充塡回収業者

写しの保存

第一種特定製品
廃棄等実施者

写しの保存

保存

第一種フロン類
引渡受託者

写しの保存

写しの保存

第一種特定製品
廃棄等実施者

写しの保存

写しの保存

保存

第一種フロン類
引渡受託者A

写しの保存

保存

第一種フロン類
引渡受託者B

写しの保存

写しの保存

第一種フロン類
充塡回収業者

写しの保存

交付

交付（原本）

交付

交付（写し）

交付

交付
交付

回付

回付 回付

送付（原本）

送付（原本）

送付
（写し）

（写し）
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3．充塡回収業者について②

機器の管理者から、フロン類が充塡されていないことの確認を求められた場合、以
下の基準等で対応してください。
① 確認作業の基準

 フロン類の回収に関する基準以下まで吸引してもフロン類が回収されなかったこと。
 確認作業は、都道府県に登録された第一種フロン類充塡回収業者が行なう。

 確認後に交付する確認証明書は、機器の廃棄者及び充塡回収業者双方が書面又はその
写しを保存しなければなりません。（交付後3年間）

② 確認証明書の記録事項
 機器の廃棄者の氏名（名称）、住所
 確認を行った機器の種類と台数
 確認した機器が確認前にあった場所（所在）
 確認を行た充塡回収業者の氏名（名称）、住所、登録番号
 確認証明書の交付年月日
 確認を行った日

フロン類の圧力区分 圧力
※ ゲージ圧力

（参考）

低圧ガス（常用の温度での圧力が0.3MPa未満のもの） 0.03MPa －0.07MPa

高圧ガス（常用の温度での圧力が0.3MPa以上2MPa未満であって、フロン類

の充塡量が2㎏未満のもの）
0.1MPa 0 MPa

高圧ガス（常用の温度での圧力が0.3MPa以上2MPa未満であって、フロン類

の充塡量が2㎏以上のもの）
0.09MPa －0.01MPa

高圧ガス（常用の温度での圧力が2MPa以上のもの） 0.1MPa 0 MPa

回
収
に
関
す
る
基
準

（※上表に掲げるフロン類の圧力区分に応じ吸引すること。）
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[確認証明書]

3．充塡回収業者について③（記録・報告事項）

第一種特定製品にフロン類が充塡されていないことの確認が追加され
たことから、
充塡回収業者が記録すべき項目が従来の記録・報告事項に追加された。

（毎年5月15日までに都道府県へ報告する様式第３ ）

① 追加の記録事項
 フロン類が充塡されていないことの確認を行った年月日
 機器の廃棄者の氏名（名称）・住所
 確認した機器の種類（エアコンディショナー又は冷凍冷蔵機

器）・台数

② 追加の都道府県知事への報告事項
 フロン類が充塡されていないことの確認を行った機器の種類と

台数

 様式第３の変更

32



3．充塡回収業者について④（新様式3）

法第４１条の規定により
フロン類が充塡されてい
ないことの確認を行った
第一種特定製品の台数

33

4．特定解体工事元請業者について①

〔変更点〕

1)引取証明書等の
提示があって、
フロン類の回収
済みであっても、
事前確認を行う
必要があります。

2)解体現場や解体
業者への都道府
県の報告徴収・
立入検査ができ
るようになりま
した。

改正フロン排出抑制法に関する説明会
【建物解体業者及び廃棄物・リサイクル業者向け】

資料から
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1. 書面の交付年月日

2. 特定解体工事元請業者の氏名（名称）及
び住所

3. 特定解体工事発注者の氏名（名称）及び
住所

4. 特定解体工事の名称及び場所

5. 建築物その他の工作物における第一種特
定製品の設置の有無の確認結果

設置機器事前確認書の例

設置機器事前確認書の記載項目

特定解体工事元請業者

工事の発注者

工事の発注
3年間保存

充塡回収業者

フロン回収 解体

① ② ③ ④

4．特定解体工事元請業者について②

35

5．引取等実施者について（産廃業者・リサイクル業者）

フロン類の回収等が確認できない
第一種特定製品の引き取り等は禁止！

50万円以下の罰金

① 引取証明書の写し又は確認証明書の写しを受け取った場合
② 自らフロン回収を行う場合（充塡回収業者登録をしている場合）
③ 充塡回収業者へのフロン類の引渡しを委託された場合

以下の場合、機器を引き取ることができます。

引取証明書の写しや確認証明書の写しは、３年間保存する必要があります。

※さらに別の産業廃棄物処理業者等に機器の引取りを依頼する場合、引取証明書の写し又は
確認証明書の写しを交付して引き渡します。
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廃棄等実施者

充塡回収業者

引取等実施者

引取等実施者
（再委託先）

確認依頼

廃 棄 廃 棄

廃 棄
再委託

・引取証明書写し
・確認証明書写し

・回収依頼書写し
・引取証明書
・確認証明書

・引取証明書写し
・確認証明書写し

・引取証明書写し
・確認証明書写し

保存（3年間）

フロン回収
フロン有無の確認

4. 廃棄する機器の引渡・引取の流れ

〔廃棄時の機器の流れ〕

3年間又は再委託する
までの間の短い期間

37

廃 棄

機器廃棄時の義務

フロン有り

YES NO

7．引取証明書か確認証明書か

フロンの回収依頼 フロン充塡無しの確認依頼

フロン有り フロン無し フロン有り フロン無し

引取証明書を交付
確認証明書
を交付

〔今までどおり記録・報告〕 〔新たに記録・報告〕

回収基準に従い回収を行う

38

行程管理票で対応する。
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８.常時監視システムによる簡易点検

以下の要件を満たす常時監視システムは、簡易点検に代え
ることができる。 （令和4年8月22日告示改正）

システムの用家に関する技術的内容は、(一社)日本冷凍空調工業会発行の「業務用冷凍空調機器の常時監視によるフロン類の漏えい検知システムガイ
ドライン（JRA GL-17：2021）」を参照 （環境省「令和4年度改正フロン排出抑制法に関する説明会」資料から」
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９.新たな指定製品①
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９.新たな指定製品②

42

９.新たな指定製品③
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10.GWP値の見直し① （R5.4.1施行）

（１）フロン類の種類について

単一冷媒のフロン類の種類は表1のとおりとし、混合冷媒のフロン類の種類
は表2のとおりとする。（新たに49種類追加）

（２）地球温暖化係数について

現行のフロン類GWP告示における地球温暖化係数は、気候変動に関する政
府間パネル（以下、「IPCC」という。）による第4次評価報告書（平成19年
公表。以下、「AR4」という。）の値を使用している。
この度、令和6年に集計・公表予定の我が国全体の温室効果ガス排出量及び

同年に集計予定の温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度の算定から、
IPCC第5次評価報告書（平成25年公表。以下、「AR5」という。）の値を用
いる予定であることを踏まえ、フロン類算定漏えい量等報告で用いる地球温
暖化係数についてもAR5の値を用いることとするため、フロン類GWP告示に
規定される地球温暖化係数を、表1及び表2のとおりとする。
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10.GWP値の見直し②
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10.GWP値の見直し③
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10.GWP値の見直し④
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10.GWP値の見直し⑤

48

10.GWP値の見直し⑥
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10.GWP値の見直し⑦

50

10.GWP値の見直し⑧

●注意事項●

〔GWP値の見直しで影響があるもの〕

① フロン類算定漏えい量等報告において、第一種特定製品の管理者が行う
漏えい量の算定

② 第一種フロン類充塡回収業者がフロン類の充塡を行うに当たって従う基準

〔充塡証明書・回収証明書〕

① 充塡・回収した冷媒のGWP値を記入

 管理者が計算する「算定漏えい量」の計算に影響する。
 充塡・回収証明書は、「算定漏えい量」の計算に重要。
 情報処理センターを利用していれば、新GWP値に対応している。

（Ⅵ．RaMS参照）



Ⅲ. フロン排出抑制法の注意事項

1．対象機器について
2．管理者について
3．機器の整備時について

（充塡証明書・回収証明書、算定漏えい量）
4．充塡証明書・回収証明書・引取証明書
5．令和4年度立入検査の実施状況
6．改正フロン排出抑制法に係る摘発事案

もくじ
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1．対象機器について①（第一種特定製品）

 「第一種特定製品」とは、業務用の空調機器（エアコンディショナー）及び冷凍冷蔵機器
であって、冷媒としてフロン類が使われているものをいいます。（第二種特定製品を除く。）

 「業務用」とは、製造メーカが業務用として製造・輸入している機器です。使用目的が業
務用であっても、製造メーカが家庭用として販売している場合がありますので、事前に製
造メーカにお問い合わせ下さい。

カーエアコン
（荷台を除く）

家庭用冷蔵庫

家庭用ルームエアコン

第二種特定製品 家庭用製品

※以下の製品は第一種特定製品には含まれません。

自然冷媒（ＣＯ２、アンモニア、空気、
水等）の冷凍・冷蔵機器

冷媒がフロン類でない製品

業務用冷凍空調機器（第一種特定製品）

業務用空調機器 冷凍冷蔵ショーケース 等
定置型冷凍

冷蔵ユニット
ターボ式冷凍機 輸送用冷凍冷蔵機
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1．対象機器について②（第一種特定製品の見分け方）

平成14(2002)年4月以降に出荷された製品のうち、フロン排出抑
制法対象製品には、「第一種特定製品」と銘板に明記されている。

平成14年4月より前に出荷された製品や、銘板が見えない製品、
よくわからない製品等不明なものは、機器メーカに確認。

「第一種特定製品」

ルーム
エアコン

ディショナ

 「業務用」か「家庭用」かは、使用用途ではなく、機器そのものが
「業務用」か「家庭用」かで決まる。

銘板を
確認
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1．対象機器について③（エアコンか冷凍冷蔵か）

分 類 考え方

エアコンディショナー 対象とする「空間」の空気の温度、湿度、流量、洗浄度等を調整するため
の機器（労働環境の維持や居住空間の快適性のための「保健空間（対人空
調）」と、物品の品質管理・保持や動植物の生育環境の維持等を目的とし
て当該物品・動植物が存在する空間の空気を調整する「産業空調」が含ま
れる）

冷凍冷蔵機器 物品の冷却、凍結、乾燥等の品質管理･保持等を目的として、対象となる
「物品」の温度・湿度等を調整するための機器

●大別すると
「エアコン」・・・・・・「人、生き物」を対象
「冷凍冷蔵」・・・・・・「物」を対象

●ただし、「物」を対象であっても「対象となる物そのものの温度ではなく
その空間の温度等を調整」している場合・・・・・・・・「エアコン」
「物そのものの温度等を調整」している場合・・・・・「冷凍冷蔵」

★例★
●エアコン：「電算室・クリーンルーム・ビニールハウス・植物工場の空調」、

「動物園の動物部屋の空調」等
●冷凍冷蔵：「水槽の水の温度管理」、「お花屋さんの生花のケース」等
●チラー ：「水」を冷やしているが、その対象物が「何か」によって、「エアコン」

か「冷凍冷蔵」かで判断する。
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2. 管理者について

原則、フロン類使用製品の所有者が管理者となる。

 リースやレンタル等の場合
リース:使用者、レンタル:所有者（レンタル会社）、割賦販売：使用者

 テナントの場合
建物に据え付けてある機器 ：建物の所有者
テナントに所有権がある機器：テナント（使用者）

 機器等を共同所有している場合
共同所有者間で、話し合いで管理者を1者に決める。

 ビル管理会社等が所有者から保守・修繕等の管理業務を委託されている場合
所有者が管理者となり、ビル管理会社等は管理者にならない。

 地方公共団体の場合
知事部局と異なる組織は、それぞれが管理者となる。
地方公営企業、警察組織（警視庁、都道府県警察）、学校（教育委員会）、
組合、収用委員会

〔原則の考え方〕
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3. 機器の整備時について① 充塡及び回収の流れ



3. 機器の整備時について①-2（充塡証明書・回収証明書）

○ 充塡回収業者は、機器のメンテナンスや修理をした際に、フロン類を回収又は充
塡した場合、機器の管理者に「回収証明書」又は「充塡証明書」を交付します。

機器の管理者
（所有者）

情報処理センター

充塡回収業者

充塡証明書

（20日以内登録）通知

（情報処理センターに登録すれば、
紙による証明書の交付不要）

回収証明書

（30日以内交付）

（一財）日本冷媒・環境保全機構（JRECO）
（情報処理センターの詳細はJRECOのホームページ参照！）

都道府県毎に登録した第一種フロン類充塡回収業者

57

3. 機器の整備時について②（充塡証明書・回収証明書）

記載項目
① 整備を発注した管理者の氏名又は名称、住所等
② 充塡した特定製品の所在（設置場所が特定できる情報）
③ 特定製品が特定できる情報（機器番号、その他識別可能な情報）
④ 充塡した第一種充塡回収業者が特定できる情報
⑤ 当該証明書の交付年月日
⑥ 充塡した年月日

⑦ 充塡した特定製品ごとに、充塡したフロン類の種類（冷媒番号区分の別）ご
との量

⑧ 当該製品の設置時に充塡した場合又はそれ以外の整備時に充塡した場合の別

※充塡証明書は、記載内容が相違ないことを確認の上、充塡した日から30日以内に交付する。

（回収証明書は、充塡を回収と読み替える）

✓ポイント
 充塡証明書、回収証明書は、管理者の保存義務はありませんが、「算定漏えい量

報告」等で必要となります。また、立入の際の証明にもなりますので、保存して
おくことが望ましいです。
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3. 機器の整備時について③（充塡証明書・回収証明書の例）

59

60

 管理者によるフロン類の漏えい量の把握を通じ、自主的な管理の適正化を促すため、
1,000t-CO2以上の漏えいを生じさせた場合、管理する機器全体からのフロン類の漏え
い量を国に対して報告する必要があります。

 国に報告された情報は、整理した上で公表されます。

 充塡証明書及び回収証明書から（算定）漏えい量を算出します。

全国集計

充塡証明書の充塡量

回収証明書の回収量

3. 機器の整備時について④（算定漏えい量）



4．充塡証明書・回収証明書・引取証明書

設置時 整備時 廃棄時

〔充塡証明書・回収証明書の交付〕 〔行程管理票（引取証明書）
の交付〕

〔算定漏えい量報告〕
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5．令和4年度立入検査の実施状況

令和4年度の立ち入り検査は全国で8,201件あり、そのうち任意の実施調査が
4,300件あったので、その差の3、901件が立入件数になります。
立ち入り件数は増加の傾向にあります。

環境省 フロン類の合理化及び管理の適正化 調査表より R4年度実績より。
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6．改正フロン排出抑制法に係る摘発事案➀

64

6．改正フロン排出抑制法に係る摘発事案②



ビル用マルチエアコンからの
確実なフロン類回収のための
ガイドブック（抜粋）
〜機器⼀台当たりのフロン類回収率の向上を目指して〜

2023年３⽉13日/20日 環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 フロン対策室
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Ⅳ. ビル用マルチエアコンからの確実なフロン類回収のためのガイドブック

Ⅳ. ビル用マルチエアコンからの確実なフロン
類回収のためのガイドブック

1 ．廃棄時の回収率の低迷
2 ．ガイドブック作成の主旨
3．想定される回収阻害要因
4．回収率向上に資する対策

もくじ

66
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 業務用機器廃棄時のフロン回収率は10年以上 3割程度に低迷し、直近でも44％。

 地球温暖化対策計画の目標達成には、対策の強化が不可欠。

1. 廃棄時の回収率の低迷（推移） フロン対策の必要性

回収実態

回収
台数率
約５割

フロン
回収率
約４割

半数近くの機器は、
フロン回収がされずに廃棄。

台数 ﾌﾛﾝ量

※自動販売機、ｳｫｰﾀｰｻｰﾊﾞｰ、ﾋﾞｰﾙｻｰﾊﾞｰ
といった特殊な流通をする機器を除外して
評価したもの。

令和4年度フロンの充塡量及び回収量等の集計結果値 引用

68

2018 年度、環境省及び経済産業省では、廃棄時回収率低迷の要因分析を目的とした実態
調査を実施しました。その結果、廃棄時にフロン類の回収作業を⾏った場合も含めて、廃棄
時に回収されなかったフロン類の半分程度が、回収作業不⾜や技術的制約等により回収され
ずに機器内に残っていると推計されました。

2. ガイドブック作成の趣旨➀

56％ 44％



 回収を行わなかったもの（要因A 29％～37％）としては、中型冷凍冷蔵、
小型空調、中型空調で大半

 一台当たりの回収率が低いもの（要因Ｂ 13％～20％）及び（要因Ｃ（17％
～22％）も、相当程度の影響あり。いずれも、中型空調が最大

アンケート結果及び廃棄機器推計に基づく要因分析
機種別の冷媒回収率及び回収実施台数率推計（参考データ）

2. ガイドブック作成の趣旨②

69

）
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機器別の廃棄時残存冷媒量を⽐較すると、中型空調（ビル用マルチエアコン）の廃棄時
冷媒残存量は全体の 41％を占めており、他機器と⽐べて最も大きくなっています。

別置型ショーケース等

ビル用マルチエアコン等

2. ガイドブック作成の趣旨③
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※産業構造審議会製造産業分科会化学物質政策小委員会フロン類等対策WG中央環境審議会地球環境部
会フロン類等対策小委員会「フロン類の廃棄時回収率向上に向けた対策の⽅向性について」（平成31
年2⽉）を基に作成。数字は推定値であり、複数⽅式による試算結果を推計結果の幅として表示。

環境省では、ビル用マルチエアコンに焦点を当て、回収阻害要因や有効な回収率向上対策を
明らかにするために、実験室や現場での検証を実施しました。

中型空調機器（ビル用マルチエアコン）の１台当たりの冷媒回収率は４割程度と、機器別で
最も低いと推計されています。したがって、ビル用マルチエアコンの１台あたり回収率を向上
させることが、廃棄時回収率の向上に大きく寄与すると考えられます。

2. ガイドブック作成の趣旨④
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3 想定される回収阻害要因

●想定される回収阻害要因と現場の状況

① 各種弁の閉鎖

② 冷媒の寝込み・溶け込み発⽣

③ ボンベの温度上昇

フロン類の回収作業を阻害する要因は以下に示す 3 点が想定されます。各要因の具体的
な説明と、想定される現場の状況について説明します。
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① 各種弁の閉鎖

「各種弁の閉鎖」が発⽣す
る可能性のある現場の状況
（例）
•冷凍空調機器に冷媒回収モードがない
•冷凍空調機器の電源が通らない
•冷凍空調機器に記載のある充塡量
（初期＋追加）まで回収できていない

ガス回収ポート

液回収
ポート

冷凍空調機器内部では、各所に弁が設けられています。この各種弁が閉鎖すると、閉鎖区
間が生じます。閉鎖区間が生じたままフロン類の回収作業を行い、回収基準圧力に到達して
も、閉鎖区間に冷媒が残存していると考えられます。

74

② 冷媒の寝込み・溶け込み発⽣①

液化した冷媒が冷凍機器内に留まってしまう現象を冷媒の寝込みといいます。サービス
ポートからガス回収を行うと、アキュムレーター等への霜付きがみられることがあります。
これは、冷凍機内の冷媒が圧力低下によって低温凝縮し、冷媒の寝込みが発生しているため
です。

冷媒の溶け込みは、冷凍機内の油中に冷媒が溶け込むことで、一時的に回収基準に圧力が
達しても油中からの冷媒がガス化するため、冷凍空調機器内の圧力が上昇してしまい、回収
作業が遅れます。

冷媒の寝込みや溶け込みが発生すると、回収時に寝込み・溶け込み冷媒が気化するのを待
つ必要があるため、回収基準を満たした状態になるまでに時間を要します。

液が残ったままガス
回収するとなかなか
気化しない。
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② 冷媒の寝込み・溶け込み発⽣②

アキューム
レーター
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夏場での回収作業など回収場所の気温が⾼いと、回収用ボンベの温度が⾼くなり、圧⼒が上昇
してしまいます。すると、回収用ボンベに冷媒が⼊りづらくなり、回収速度が低下します。
また、通常は、回収用ボンベの圧⼒が上昇し⼀定の圧⼒に達すると、⾼圧遮断スイッチ※１が

作動します。回収用ボンベの溶栓は、温度が 60℃に達すると溶けてしまう仕様となっており、
吐出側の圧⼒が、冷媒温度が 60℃に達する可能性のある圧⼒※２を超えると、回収作業中に溶栓
からフロンガスが排出されることがあります。

③ ボンベの温度上昇

※１ 回収装置内の⾼圧遮断スイッチの設定は3.0MPa

である。
※２ フロン類によっては、60℃の飽和圧⼒が低い場

合がある。特に、 R134aは⾼圧遮断スイッチの作
動する3.0MPaを下回るため留意が必要。

（例） R410a︓3.8MPa 

R22 ︓ 2.4MPa

R134a︓1.7MPa
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①各種弁の閉鎖

4.回収率向上に資する対策① 弁の閉鎖

いいえ

1-2．で示した 3 つの回収阻害要因への対応策を紹介します。各項目には、実証時に測
定された、対策実施時の回収率を参考情報として記載しています

電気が使えればポンプダウンモード等を活用しましょう。
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いいえ

⽅法① 電磁弁オープナー、ピアッシングツールを用いて、閉
鎖区間を解消してください。
【電磁弁オープナーを用いる⽅法】

作業前の電磁弁の様子 閉鎖している弁のコイルを外す

4. 回収率向上に資する対策➀ 弁の閉鎖
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電磁弁オープナーを上から被せる

電磁弁が強制的に開きます。 閉鎖されていた弁を開放し、冷媒回収を始めると、
解放した電磁弁付近の配管に霜が付きます。

4. 回収率向上に資する対策① 弁の閉鎖
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【ピアッシングツールを用いる⽅法】

（参考）実証実験時に
確認された結果
回路図に基づき、電磁弁オ
ープナーを用いて弁を強制
開放し、閉鎖区間を解消し
て回収することで、弁を閉
鎖したままで回収する場合
に⽐べ、10 % 程度の回収
率向上が期待。

4. 回収率向上に資する対策① 弁の閉鎖
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4-②冷媒の寝込み・溶け込み発⽣（アキュムレーター霜付き発⽣時等）

室外機全体や霜付き発⽣場所を加温してください。
ヒートガンやベルトヒーター等を用いて加温してください。ない場合は、ヘアドライヤー等

も代用できます。
可能であれば、霜が付いてから加温するのでなく、霜付き前から加温することで、霜付きを予

防することができ、回収時間を短縮できます。
霜付きが発⽣して回収速度が低下したら、回収を⽌めてしばらくの間、放置してください。

【ヒートガンを用いて霜付き発⽣場所を加温する⽅法】

アキュームレーターの霜付き

ヒートガン

82

アキュムレーターの霜付きにヒートガンを当てている様子

（参考）実証実験時に確認
された結果

・霜付き後圧⼒がほぼゼロに
なってからの放置で、2〜4 ％
程度の回収率向上が期待。

・霜付き後・放置後の加温によ
る霜付き解消で、3〜5 ％程度
の回収率向上が期待。

・回収開始直後からの加温で、
霜付き後の加温よりも回収時
間の短縮が期待。

4-②冷媒の寝込み・溶け込み発⽣（アキュムレーター霜付き発⽣時等）
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【ベルトヒーターを用いて霜付き発⽣場所を加温する⽅法】

アキュムレーターにベルトヒーター
を巻いて加温します。

4-②冷媒の寝込み・溶け込み発⽣（アキュムレーター霜付き発⽣時等）
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4-③ボンベの温度上昇

ボンベの温度を下げながら回収してください。
ボンベの外側を冷やすことでボンベの圧⼒上昇を抑えることができます。

【ボンベの冷却⽅法（⼀例）】

写真のように、ボンベを冷⽔に浸しつつ、
濡れ雑巾を巻き付けて霧吹きを⾏い常に
湿らせることで、効果的な気化熱による
冷却が促進できます。

（参考）実証実験時に確認された結果
⾼温条件下で濡れ雑巾によりボンベを冷却
しながら回収することで、ボンベを冷却せ
ずに回収する場合に⽐べ、回収時間の短縮
と 3% 程度の回収率向上が期待。



Ⅴ. 効率的な回収方法（参考）

1．液回収ポートが膨張弁の室外機側にある場合
2．液回収ポートが膨張弁の室内機側にある場合
3. 運転中回収（参考）

もくじ
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膨張弁

閉鎖空間
冷媒の取り
残しが発生

逆止弁

液回収ポート
凝縮器

圧縮機

蒸発器

ガス回収ポート

四方弁

１．回収ポートが膨張弁より室外機側にある場合①（冷房運転）
対策
 回収ポートが膨張弁の室内機側にある場

合は、閉鎖空間ができます。
 最初に室内機側の冷媒を回収します。
 この時、液回収ポートから回収をします。

室内機は低い位置にあるので、ガス側か
らは回収しないことが重要です。室内機
のガス側圧⼒を利用して、液側回収ポー
トに冷媒を持ち上げることができます。

 液冷冷媒がなくなったら、両ポート回収
を⾏い、室内機及び冷媒配管の冷媒が回
収されます。

 室外機側の冷媒は、⾼圧側回収ポートが
あれば、ここから回収します。

 膨張弁、四⽅弁等が回収の妨げになって
おります。機器電源があり、かつ、回収
モードがあれば、回収モードにして回収
を⾏ってください。膨張弁が開放されつ
ため、回収効率の⾼い回収ができます。

 この場合も、液回収を優先し、液回収終
了後に両ポート回収をしてください。

高圧側回収ポート



暖房では閉鎖区間は発
生しません。
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膨張弁

逆止弁

液回収ポート
凝縮器

圧縮機

蒸発器

ガス回収ポート

四方弁

対策
 四⽅弁が暖房モードになっている場合は、

閉鎖区間はできません。
 この場合も、液回収ポートから回収をしま

す。室内機は低い位置にあるので、ガス側
からは回収しないことが重要です。室内機
のガス側圧⼒を利用して、液回収ポートに
冷媒を持ち上げることができます。

 液冷冷媒がなくなったら、両ポート回収を
⾏い、室内機及び冷媒配管の冷媒が回収さ
れます。

 室外機側の冷媒は、⾼圧側回収ポートがあ
れば、ここからも回収します。

 膨張弁、四⽅弁等が回収の妨げになってお
り室外機側の液回収はできません。

 機器電源があり、かつ、回収モードがあれ
ば、膨張弁が開放されつため、回収効率の
⾼い回収ができます。

高圧側回収ポート

1．回収ポートが膨張弁より室外機側にある場合②（暖房運転）
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膨張弁

逆止弁

液回収ポート 凝縮器

圧縮機

蒸発器

ガス回収ポート

四方弁

対策
 この場合は、閉鎖区間はできません。
 最初に、液回収ポートから回収をします。

室外機及び配管の液冷媒を回収します。
 室内機側は液回収できませんので、両

ポート回収を⾏い、全体の冷媒を回収し
ます。

 膨張弁、四⽅弁等が回収の妨げになって
おります。機器電源があり、かつ、回収
モードがあれば、膨張弁が開放されつた
め、回収効率の⾼い回収ができます。

 この場合も、液回収を優先し、液回収終
了後に両ポート回収をしてください。

高圧側回収ート

2．膨張弁が回収ポートより室内機側にある場合（冷房運転）

この図では膨張弁が
室内機側にあるので

大丈夫です。
ポイント！
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膨張弁

逆止弁

冷
媒
の
流
れ

液回収ポート

凝縮器

圧縮機

蒸発器

ガス回収ポート

四方弁

冷房モード

対策
 機器の電源がある場合は、機器を強制冷

房運転しながら、液回収ポートから回収
をします。膨張弁の位置には関係なく効
率よく回収できます。

 室外機から液冷媒が液回収ポートにきま
すので、機器内の冷媒は効率よく回収さ
れます。ただし、回収機に大量の液冷媒
が吸⼊されると液圧縮により回収機が故
障することがありますので、回収機⼊口
バルブを絞りながら⾏ってください。

 機器は、冷媒量が減少すると低圧カット
し、機器は停⽌しますが、続けて回収し
てください。

 液冷媒がなくなったら、両ポート回収を
⾏います。

 ただし、冷凍機器の⾼度な知識と経験の
あるサービスマンに限ります。

3．運転中回収
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より転載

Ⅵ. 冷媒充塡の基準・流れ①
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Ⅵ. 充塡の基準・流れ②充塡の際に遵守すべき基準（法第37条 施工規則第14条）

➀充塡前に管理者が保存する

（点検・修理の実施の有無）

②充塡前に外観の目視点検、フロン類の漏洩の有無を確認。
漏えいを確認した場合は漏洩防止に必要な措置・実施の有無を確認する。
漏えいの兆候があれば、管理者に通知（点検・修理の必要性等）

③繰り返し充塡の禁止

修理等を行うまでのフロン類の充塡は
原則禁止！

④やむを得ない場合は、

⑤機器メーカーの指定する冷媒を充塡する。
メーカーが指定する冷媒以外を充塡する事は、 原則禁止。
大気に放出しないように充塡する事。

⑥過充塡に注意すること。

⑦充塡作業は、十分な知見を有する者（冷媒フロン類取り扱い技術者等）が、
自ら行うか立ち会うこと。

６０日以内に修理可能ならば1回限
り充塡できる。

ただし、充填量、やむを得ない理由、
修理予定日を点検記録簿に記入
する。

点検整備記録簿の確認
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Ⅵ. 充塡の基準・流れ③ 充塡設備の基準（流し込み充塡の場合）

1. 充塡設備の範囲
充塡設備の範囲は，冷媒充塡容器のバルブ出口より冷凍空調設備のチャージ口までの範囲
をいう。
例えば，図1に示すような，ゲージマニホールドを充塡設備として使用する場合は，3本の

チャージングホース，ゲージマニホールド本体（ゲージ，バルブ等を含む。）が充塡設備
である。冷媒充塡容器及び冷凍空調設備は，充塡設備には含まれない。

図1 充塡設備例

色のついた部分の容積を足したものが充填設備です。
流し込み充塡の場合には、0℃1気圧で0.15㎥（150ℓ）

以下であれば適用除外になります。
但し、二酸化炭素、又はフルオロ
カーボン（不活性に限る）である事。
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Ⅵ. 充塡の基準・流れ④ 充塡設備が適用除外になる許容容積

1. 充塡設備が適用除外になる許容容積

ガス量，ガス種，使用条件，設備の構造等から災害のおそれのない高圧ガス
として高圧ガス保安法の適用除外とするものについて，ガスの容積が標準状態
（0℃，1気圧）で0.15㎥（150ℓ）以下のもののうち，下記に示すような充塡設
備内の高圧ガスが適用除外となった。（高圧ガス保安法運用及び解釈（内規）
告示第139号第4条の2関係(3) )

a)冷凍空調設備へ高圧フロン類を充塡するための設備内における高圧

ガスであって，二酸化炭素，不活性なフルオロカーボン（特定不活性
ガス（R32，R1234yf，R1234ze等）を含む。）であること。（高圧ガ
ス保安法施行令第2条第3項第9号，告示第139号第4条の2の第6号）

b)冷凍設備へ高圧フロン類を充塡するための設備とは，ゲージマニ
ホールド，減圧弁，バルブ，ホース等の設備をいう。

c)高圧ガスを充塡するための設備は，冷媒容器出口から冷凍空調設備

のチャージ口までをいい，その許容体積は，高圧ガスを充塡するため
の設備に液冷媒が満充塡されたものを標準状態（0℃，1気圧）に換算
して決まる。冷媒ごとに計算すると表1のようになる。
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Ⅵ. 充塡の基準・流れ⑤ 充塡設備が適用除外になる許容容積

表1 主な冷媒の標準状態150ℓの冷媒重量・液冷媒許容容積・銅パイプの許容長さ（1）

冷媒の種類 R22 R134a R407C R404A R410A R32 R12 R502

分子量[ｇ/mol] 86.5 102 86.2 97.6 72.6 52 120.9 111.6

標準状態で150ℓになる冷媒量[㎏] 0.6 0.7 0.6 0.7 0.5 0.3 0.8 0.7 

0℃の液比容積[ℓ/㎏] 0.8 0.8 0.8 0.9 0.9 0.9 0.7 0.8

0℃の液冷媒の許容容積[ℓ] 0.5 0.5 0.5 0.6 0.4 0.3 0.6 0.6

1/4の銅パイプの許容長さ[m] 25.5 29.8 26.4 32.1 23.3 18.6 32.8 31.9

3/8の銅パイプの許容長さ[m]
9.2 10.7 9.5 11.6 8.4 6.7 11.8 11.5 

表1 主な冷媒の標準状態150ℓの冷媒重量・液冷媒許容容積・銅パイプの許容長さ（2）

冷媒の種類 R1234yf R1234ze R407F R448A R450A R449A R452A R513A

分子量[ｇ/mol] 114 114 82.1 86.3 108.7 87.2 103.5 108.4

標準状態で150ℓになる冷媒量[㎏] 0.8 0.8 0.5 0.6 0.7 0.6 0.7 0.7

0℃の液比容積[ℓ/㎏] 0.9 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8

0℃の液冷媒の許容容積[ℓ] 0.6 0.6 0.5 0.5 0.6 0.5 0.6 0.6

1/4の銅パイプの許容長さ[m]
36.6 34.8 25.4 27.2 32.6 27.5 31.5 32.5

3/8の銅パイプの許容長さ[m]
13.2 12.5 9.2 9.8 11.7 9.9 11.3 11.7 
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Ⅵ. 充塡の基準・流れ⑥ 充塡設備が適用除外になる許容容積

1/4の銅パイプは，
外径 6.35mm，肉厚 0.8mm， 0.0177[ℓ/m] 3/8の銅パイプは，外径 9.52mm，肉厚

0.8mm，0.0492[ℓ/m]

＊１ 分子量の数値は，ISO5149-1:2014，ASHRAE34-2013又はADDENDAによる。
＊２ 0℃の液比容積の数値は，以下の資料を引用している。
①冷媒回収処理技術 平成26年9月1日第8版 資料編「6．飽和温度と飽和圧力表」
発行：JRECO RRC

② R32，R1234yf，R1234zeの数値は，Refprop V9.1からのデータを引用
③ R407F，R448A，R450Aの数値は，ﾊﾈｳｴﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ（株）からのデータを引用
④ R449A，R452A，R513Aの数値は，三井・デュポン フロロケミカル（株）からの
データを引用

なお，市販のゲージマニホールドで太さ1/4インチ，約1mのチャージングホース3

本のもので，内容積は，約0.06ℓであり，高圧ガス保安法の適用除外となる。

大口径のゲージマニホールドを使用する場合は，メーカに内容積を確認の上，表1

の“0℃の液冷媒の許容容積[ℓ]”の値と比較して判断すること。

2分のホース
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Ⅶ. 冷媒再生時の注意点① フロンは貴重な資源です。
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Ⅶ. 冷媒再生時の注意点② 回収された冷媒の 再生 と 破壊 の環境に与える影響を比較

RRCは、回収フロンの蒸留再生処理と破壊処理の環境に与える影響につ
いて比較検討を進めてきました。
図6-8、図6-9が示す通り

冷媒再生時に発生するCO2の排出量は破壊処理の 1/12

CO2に加えNOx,SOx,排水,廃棄物等を加味しLIMEで比較すると 1/24に
なりました。
蒸留再生処理の方が環境にやさしい事が分かります。

1/12
1/24

RRC冷媒回収処理技術テキストより抜粋
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Ⅶ. 冷媒再生時の注意点③ 異種冷媒のまじったフロンは再生できません！

前回R22を回収した設備

残油にR22が溶け込んでいる
マニーホールド・冷媒回
収機にも残油が付着し
ている。

油が混入します

同じボンベにR32を回収すると

R22を回収後返
却されたボンベ

R32に、残油中のR22が混

ざってしまい再生処理でき
ません。

同じ冷媒回収機・回収ボン
ベ・マニーホールドを使い

廻した場合！



R-22専用の回収装置、ボンベ、

マニーホールドを揃える
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Ⅶ. 冷媒再生時の注意点④ 冷媒種毎の回収セットを準備しましょう！

 異種冷媒が混合しないように専用のセット
（冷媒回収機・回収ボンベ・マニーホールド）を揃えれば大丈夫です。

 回収ボンベは事前に真空引きしておきましょう。

Ｒ-22 R-22

R-32専用の回収装置、ボンベ、

マニーホールドを揃える

残油があっても大丈夫！

R-32

R-22 回収セット R-32 回収セット
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Ⅷ. 注意喚起 可燃性冷媒について
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Ⅸ. 省エネ対策 フロン漏洩検知による省エネ対策

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課フロン対策室 資料より
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Ⅸ. 省エネ対策 フロン漏洩検知による省エネ対策

遠隔監視システムは冷えなくなる前に冷媒の漏洩を検知し
通知されるのでムダなコストや営業リスクを低減する事が可能です。

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課フロン対策室 資料より



103環境省 地球環境局 地球温暖化対策課フロン対策室 資料より

Ⅸ. 省エネ対策 フロン漏洩検知による省エネ対策

ご清聴ありがとうございました

関係先・資料等

 経済産業省オゾン層保護等推進室
https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/ozone/index.html

 環境省フロン対策室
https://www.env.go.jp/seisaku/list/ozone.html

 一般社団法人日本冷凍空調設備工業会
https://www.jraia.or.jp/

 一般財団法人日本冷媒・環境保全機構
https://www.jreco.or.jp/

 一般社団法人日本冷凍空調設備工業連合会
https://www.jarac.or.jp/
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